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   開     議 

 

 

○鈴木富美子議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の会議に欠席の通告議員はございません。 

 なお、10番、渡部秀樹議員から、遅刻する旨

の届出がありましたのでご報告いたします。 

 よって、ただいまの出席議員は定足数に達し

ております。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

４号をもって進めます。 

 

 

 日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○鈴木富美子議長 日程第１、市政一般に関する

質問を昨日に引き続き行います。 

 それでは、順次ご指名いたします。 

 

 

 浅野敏明議員の質問 

 

 

○鈴木富美子議長 順位11番、議席番号11番、浅

野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 おはようございます。 

 一般質問11番目、共創長井の浅野敏明です。 

 本定例会における一般質問通告による質問は、

大きく４点であります。 

 それでは、順次質問しますので、よろしくお

願いいたします。 

 １番目の質問は、インフルエンザ感染流行に

ついて質問いたします。 

 国立感染症研究所の発表によりますと、11月

19日までの１週間、全国約5,000か所の医療機

関から報告されたインフルエンザの患者数は

110万5,940人で、医療機関当たりでは、前の週

から4.31人多い21.66人となったとの記事が掲

載されました。都道府県別で見ますと、佐賀県

が47.26人、北海道が39.21人、長野県が35.59

人、宮城県が31.86人と警戒レベルとされる30

人を超え、山形県は多いほうから６番目の

28.77人で、注意報レベルの中でも上位から２

番目となっていましたが、11月29日には、山形

県内の医療機関当たりの患者数が35.07人とな

り、県内全般に警報を発令したとの記事があり

ました。中でも置賜では43.5人と山形市、村山

に次いで３番目の患者数となっております。全

国的に感染拡大傾向で、本市の状況を心配して

いる市民も多くおられ、最新情報を常に周知し、

注意喚起すべきだと思います。 

 本市におけるインフルエンザの流行状況につ

いて、健康推進担当課長にお尋ねします。 

 あわせて、直近の新型コロナウイルス感染症

の流行状況についてもお尋ねいたします。 

○鈴木富美子議長 塚田惠美子健康スポーツ課健

康推進担当課長。 

○塚田惠美子健康スポーツ課健康推進担当課長 

おはようございます。 

 今年度のインフルエンザ感染者数は、11月中

旬から急増し、11月29日、県内全域にインフル

エンザ警報が発令されました。これは過去10年

間のうちで最も早い警報発令となっています。

インフルエンザ及び新型コロナウイルス感染症

は、定点把握感染症に位置づけられており、感

染症発生動向調査で１週間分まとめて公表され

ています。県内では、保健所ごとの公表となり、

本市の感染状況を把握することはできませんの

で、置賜保健所管内の状況についてお答えいた

します。 

 インフルエンザの発生状況ですが、直近の１

週間、11月27日から12月３日では、定点当たり
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44.13人で、前の週の43.5人より微増しており、

引き続き警報レベルとなっております。県内の

状況を年齢別で見ると、14歳以下が全体の79％

であり、小児の感染が拡大している状況です。 

 また、新型コロナウイルス感染症は、置賜保

健所の定点当たり5.13人です。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 置賜の感染状況につい

て分かりましたが、市報等で市民に対して注意

喚起、状況についてもお知らせいただければと

思います。 

 市内小・中学校でもインフルエンザが流行し

ているのではないかと心配している方も多くお

られますが、本市の小・中学校におけるインフ

ルエンザ感染の状況と感染予防の指導内容につ

いて、学校教育課長にお尋ねいたします。 

○鈴木富美子議長 横澤聡一学校教育課長。 

○横澤聡一学校教育課長 おはようございます。 

 市内小・中学校におけるインフルエンザ感染

状況と感染予防の指導についてお答えいたしま

す。 

 現在の感染状況につきましては、集団発生は

しておらず、落ち着いておりますが、10月20日

から11月６日にかけて３校で罹患者が集団で発

生しておりました。それぞれの学校では、該当

学年の給食後の早退や学級閉鎖などの教育課程

の変更を実施したところでございます。 

 学校における感染予防対策としましては、コ

ロナ禍の対応と同様に、手指消毒の徹底や常時

換気の実施、そしてマスク着用の励行等を実施

しております。今後についても感染予防を十分

に実施し、児童生徒の罹患者の拡大防止に取り

組んでまいります。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 子供の感染から家庭内

感染で大人の方にも感染する例が多く見られる

ようですので、ぜひ予防の指導についてはよろ

しくお願いしたいと思います。 

 ２番目の質問は、ＳＤＧｓの取組について質

問いたします。 

 昨年６月の全員協議会において、総合政策課

長からは、昨年２月に本市のＳＤＧｓの取組を

提案し、同年の５月にＳＤＧｓ未来都市に選定

されたとの報告がありました。説明では、内閣

府のＳＤＧｓ未来都市選定制度において、令和

４年２月にＳＤＧｓ未来都市等提案書を提出し、

経済、社会、環境の３側面における新しい価値

の創出を通して、持続可能な開発を実現するポ

テンシャルが認められて選定されたこと、また、

ＳＤＧｓ未来都市は、2018年度から制度化され、

全国で154自治体、今年度の時点では182自治体

が選定されており、県内では飯豊町、鶴岡市、

米沢市に次いで４例目、2022年度は全国で30自

治体が選定され、県内では本市のみとの説明を

受けました。 

 ＳＤＧｓはサステナブル・ディベロップメン

ト・ゴールズの略で、日本では持続可能な開発

目標と称されます。2015年９月の国連サミット

で採択されたＳＤＧｓは、2016年から2030年ま

での15年で達成すべき17のゴールと169のター

ゲットで構成されています。 

 ＳＤＧｓでは、経済や環境、社会の課題が大

きく幅広く取り上げられ、持続可能な社会を築

き上げるために、国連が主導して様々な取組が

広がっています。国においては、2016年12月に

ＳＤＧｓ推進のための中長期戦略であるＳＤＧ

ｓ実施指針を策定し、2019年12月にはその改定

を行っています。その後、毎年、ＳＤＧｓ実施

指針を基に、具体的な取組を加速させるため、

全省庁による具体的な施策を盛り込んだＳＤＧ

ｓアクションプランを策定し、ＳＤＧｓを推進

しています。2018年からは、ＳＤＧｓの達成に

向けた取組を積極的に進める自治体を公募し、

経済、社会、環境の３側面の総合的取組により、

新たな価値を創造する提案を行った自治体を選

定する制度としてＳＤＧｓ未来都市を選定して
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います。 

 内閣府で公表している令和４年度ＳＤＧｓ未

来都市の選定結果と本市におけるＳＤＧｓ未来

都市等提案書を見ますと、2030年のあるべき姿

として、１、職業や職場に多様性が生まれる。

２、地方都市型スマートシティの社会実装によ

って、都市機能が維持される。３、従前よりも

環境負荷が低い環境の在り方ができることを提

案しています。また、2030年のあるべき姿の実

現に向けた優先的なゴールターゲットとして、

経済面では、多様な職種の創出及び未来技術を

活用した多様な働き方の確立、社会面では、デ

ジタル技術を生かしたスマートシティの実装、

環境面では、新しい循環型地域づくり事業によ

る環境負荷の低減を提案しています。 

 まず、提案者の経済面における地域の雇用創

出の取組として、産業振興拠点入居者に対する

ビジネスサポートとは、タスビル２階のイノベ

ーションＬａｂ．長井ｉ－ｂａｙ入居者に対し

てどのようなサポートをお考えなのか、商工振

興課長にお尋ねいたします。 

 あわせて、地域雇用の創出につながる具体的

な施策のお考えをお尋ねいたします。 

○鈴木富美子議長 菊地千賀商工振興課長。 

○菊地千賀商工振興課長 おはようございます。 

 現在、インキュベーション施設、長井ｉ－ｂ

ａｙには、創業予定者が１名、新規創業者が９

名、既存創業者が２名の合計12名の方が入居し

ており、それぞれの方々の事業拡大に向けた活

動に積極的に取り組んでおります。 

 長井ｉ－ｂａｙの運営は、地場産業振興セン

ターが行っておりますが、創業支援に精通した

株式会社デジコンキューブの岩瀬氏をインキュ

ベーションマネジャーに委嘱し、入居者一人一

人の課題を把握し、事業化に向けた支援、資金

調達や販路開拓等の経営指導まで切れ目のない

サポートを行っていただいております。 

 また、インキュベーションマネジャーの岩瀬

氏が、入居者と毎月の面談により事業状況を確

認し、それぞれの強みを生かした事業展開を促

しております。課題によっては各分野の専門家

から創業支援を受けられるように、県企業振興

公社などへの橋渡しを行い、販路等について伴

走型で指導を受けております。 

 地域雇用の創出につながる具体的な施策とし

ましては、長井市ＳＤＧｓ未来都市計画では、

インキュベーション施設、ｉ－ｂａｙにより、

雇用創出の循環形成を図ることで、地域の活性

化を目指すものとなっております。市としまし

ても、入居事業者がｉ－ｂａｙからの一日でも

早い巣立ちを後押ししながら、引き続き市企業

創業支援事業とか、あと中心市街地の空き店舗

の活用を推進し、やがては事業主となって雇用

ができるように支援していきたいと思っており

ます。 

 また、子育て世帯のサポートや女性が活躍で

きる社会づくりなど、ＳＤＧｓのための周知な

ども併せて行いながら、スタートアップ支援に

努めてまいります。 

 最後になりますが、各企業の人手不足の解消

としましては、自分の生活スタイルに合わせて

仕事ができるパラレルワークを推進し、求人す

る企業においても、潜在ワーカーの力を借りら

れるように、求人の出し方について工夫すべき

と思いますので、ハローワークや商工会議所な

どの関係機関と連携していきたいと思っており

ます。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 引き続き取組をお願い

したいと思います。 

 次に、提案書の社会面における災害時の電力

確保体制の構築では、再生可能エネルギーを含

む災害時の電力供給体制構築に向けた合意形成

の取組としていますが、現在、進めているバイ

オガス発電施設で発電される電力を災害時の電

力供給に活用することを提案されたのか、総合
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政策課長にお尋ねします。 

○鈴木富美子議長 渡邊恵子総合政策課長。 

○渡邊恵子総合政策課長 おはようございます。 

 初めに、浅野議員からお話ありましたＳＤＧ

ｓ未来都市の提案書について補足をし、答弁さ

せていただきたいと思います。 

 ＳＤＧｓ未来都市に求められる提案内容には、

自治体全体での取組を示す全体計画と先導的な

取組を提案する自治体ＳＤＧｓモデル事業の２

つがあり、これらを併せて提案する必要があり

ます。本市におきましては、この２つの提案の

うち、全体計画が採択され、ＳＤＧｓ未来都市

として認定をいただくことになりました。 

 「長井市ＳＤＧｓ未来都市計画～循環で繁が

るまち長井～」と題したこの全体計画は、長井

市のホームページで公開をしております。 

 一方、先導的取組を提案したモデル事業につ

いては、もし採択がされれば、その実現のため

に必要な設備整備に対し、有利な補助金が受け

られるというものでしたが、残念ながら本市は

採択とはなりませんでした。 

 議員からありました災害時の電力確保体制の

構築とそれに向けた再生可能エネルギーを含む

災害時の電力供給体制構築に向けた合意形成に

ついては、不採択となったモデル事業の提案内

容として掲載したもので、現在、具体的な取組

を進めているものではありません。バイオガス

発電設備導入による電力の活用方法については、

本年度実施している導入可能性調査の結果を踏

まえ、詳細を検討することになりますが、基本

的には施設内での自家消費を想定しているもの

でございます。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 分かりましたが、公表

されている提案書については、変更があるとす

れば変更になったもので公表するべきだと思い

ますので、なおご検討をお願いしたいと思いま

す。 

 次に、提案書の環境面における課題として、

カーボンニュートラルに向けた取組の加速を掲

げていますが、ＳＤＧｓ未来都市としては、脱

炭素社会を目指すべきではないでしょうか。カ

ーボンニュートラルに向けた取組としたお考え

を総合政策課長にお尋ねします。 

○鈴木富美子議長 渡邊恵子総合政策課長。 

○渡邊恵子総合政策課長 お答えいたします。 

 温室効果ガスの排出量から森林等による吸収

量を差し引いた合計が実質ゼロになるいわゆる

カーボンニュートラルに向けた取組のためには、

市の率先した省エネ行動はもちろん、いかにし

て市民や事業者の皆さんを巻き込み、実践しや

すい環境をつくるかが重要だと考えております。

このため、来年度からスタートする第４次環境

基本計画に地球温暖化対策実行計画を盛り込み、

2030年度までに排出量５割削減を目指すカーボ

ンハーフ、2050年度までにカーボンニュートラ

ルという具体的な目標を掲げ、市役所だけでな

く、市民も事業所もみんなが力を合わせて目標

の実現に向かっていけるような施策を検討して

います。 

 例えば、市としては、ＰＰＡ、電力販売契約

による公共施設への太陽光発電設備の導入、学

校などで使用する電気の再エネ電力への切替え、

ＣＯ２削減の見える化など、再エネ電力の環境

価値を広く市民の皆様にも知ってもらえるよう

な取組を実践したいと考えています。 

 また、市民の皆様の行動を後押しする施策と

しましては、太陽光発電設備や木質バイオマス

燃焼機器など、再エネ設備導入の助成制度をよ

り積極的に活用していただけるよう、補助額の

拡大等に向けた見直しを考えております。そし

て、事業所の皆さんに対しては、工場内でのＬ

ＥＤ化や再エネ電源への切替え等について、有

利な補助制度の情報提供とともに、働きかけを

行うなど、市全体が一丸となってカーボンニュ

ートラルを目指していけるよう効果的な取組を
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検討し、進めてまいりたいと考えております。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 分かりました。 

 次に、提案書の推進体制における各種計画へ

の反映について質問いたします。 

 １つに、第六次総合計画及びまち・ひと・し

ごと創生総合戦略にＳＤＧｓを明記し、重点施

策と結びつけるとしていますが、現在進められ

ている第六次総合計画では、ＳＤＧｓの目標と

連動しているのか、総合政策課長にお尋ねしま

す。 

○鈴木富美子議長 渡邊恵子総合政策課長。 

○渡邊恵子総合政策課長 お答えいたします。 

 現在、策定中の第六次総合計画につきまして

は、まちづくりの方向性を示す基本計画と施策

分野ごとの目標や取り組む事業の内容を示す前

期基本計画について、10月に行ったパブリック

コメントを踏まえ、３月定例会に提出させてい

ただく議案として最終調整を行っているところ

でございます。 

 このうち、前期基本計画案には、５つの基本

目標を掲げ、各施策の分野ごとに、その施策と

連動するＳＤＧｓのアイコンをお示しする予定

です。例えば基本目標１、安心して健やかに暮

らせるまちづくりの保健・医療の分野は、ＳＤ

Ｇｓの17の目標の３番目、あらゆる年齢の全て

の人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進す

るというＳＤＧｓの目標と連動するというよう

に、全ての施策において、ＳＤＧｓと関連する

内容となっています。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 了解しました。 

 次に、中心市街地活性化基本計画や環境基本

計画など、各分野の計画においても、更新時等

において適時にＳＤＧｓの視点を組み込むとし

ていますが、具体的にＳＤＧｓの目標と連動し

ていくのか、総務参事にお尋ねします。 

○鈴木富美子議長 新野弘明総務参事。 

○新野弘明総務参事 ただいま総合政策課長が答

弁したとおり、ＳＤＧｓの理念につきましては、

総合計画と目指す方向性は一致してます。また、

市の各分野の計画につきましては、本市のマス

タープランであります総合計画と連動するもの

でございますので、結果的にほとんどの計画が

ＳＤＧｓの目標とひもづくものと思いますが、

ＳＤＧｓについては国連の目標でございますの

で、市のマスタープランではございませんので、

前提として各分野の全ての計画が必ずしも連動

するものではございません。ただ、各計画との

連動の状況でございますが、議員からありまし

たとおり、環境基本計画につきましては、第３

次の計画が今年度で終了いたしまして、来年度

からスタートする第４次の基本計画につきまし

ては現在策定中でございまして、こちらは令和

６年から令和15年の10年間ですので、ＳＤＧｓ、

2030年までなんですけども、基本的に環境基本

計画につきましては2033年までで、飛び越した

計画となりますので、その辺でも連動するもの

ではございません。 

 骨子案につきましては、10年後の本市の環境

像を掲げまして、それを実現するための５つの

環境目標を位置づけております。また、それぞ

れの目標ごとに関連するＳＤＧｓのアイコンを

表示いたしまして、国連が定めた17の開発目標

のうち、どの目標と関連のある内容なのかが一

目で分かるように計画の中でお示ししたいと考

えております。 

 そのほか今年度策定中の長井市の個別計画に

つきましては、健康増進計画、あとは教育振興

計画、男女共同参画基本計画などがございます

けども、例えば健康増進計画につきましてはゴ

ール３、全ての人に健康と福祉を、教育振興計

画につきましてはゴールの４、質の高い教育を

みんなに、男女共同参画についてはゴールの５、

ジェンダー平等を実現しようということで、各

施策の方向性とも重なっておりますので、ＳＤ
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Ｇｓの目標と連動しているものと考えておりま

す。 

 市街地活性化基本計画につきましては、現在、

第２期の計画の期間中で、令和８年の３月まで

となっておりますので、次期の計画の策定のと

きに反映させていくとともに、他の個別計画に

つきましても更新のタイミングで反映していく

考えでございます。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 了解しました。 

 経済成長や資源の有効活用を図る社会を実現

するため、環境負荷の低減や資源の有効活用な

ど、具体的な取組を行っていくべきではないか

と思います。そのためには、市民や事業所にＳ

ＤＧｓに対する意識を持ってもらうような取組

が必要で、市民、自治会、コミュニティや事業

者のＳＤＧｓに対する意識を促進するため、Ｓ

ＤＧｓ推進条例、仮称でありますが、制定を視

野に推進すべきではないかと思いますが、市長

の見解をお伺いします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えを申し上げます。 

 浅野議員からは、市民、自治会、事業所等の

意識を促進するため、ＳＤＧｓ推進条例（仮

称）の制定を視野に推進すべきではないかとい

うことのご提言をいただきました。 

 浅野議員からの総合政策課長、あるいは総務

参事等々への様々な質問や提言などについては、

全くそのとおりでありまして、特にＳＤＧｓに

つきましては、特に若い人たちの関心が非常に

高いということで、ただし私どもはＳＤＧｓは

長井市の様々な政策の理念の一つとして考えて

おります。もともとＳＤＧｓにかかわらず我々

が目指しているものは、特に第六次総合計画で

上げてるものについては、例えばダイバーシテ

ィであったりインクルージョンであったり、そ

して市民の皆様一人一人、その人なりのいわゆ

る幸せ感を持続できる暮らし、こういったもの

を目指していこうということそのものは私ども

ＳＤＧｓにかかわらず、以前から考えてきたこ

とであり、それがＳＤＧｓの理念とつながって

いるということでございますので、私個人とし

ては条例をつくるという段階ではないだろうと

思います。 

 総務参事からありましたように、国連で定め

た17の開発目標、これは2030年がそのゴールで

ございますので、そこからまた変わってくるん

ですね。したがって、全国的には群馬県のある

市を含めて、８つの地方自治体が条例を定めて

いるということもあるようでございますけれど

も、群馬県の例の場合は、議会で条例を制定し

たということで、議会提案ですね、議会でも条

例の制定はできますので、大変面白い例だなと

いうことで、いろいろ調べてみますとなかなか

面白い取組をしてると。議会として市民に呼び

かけようという考え方で、そういったこともあ

ってしかるべきだと思います。 

 ただ、例えばＳＤＧｓについては、全国で認

証、承認を受けてる自治体というのはまだまだ

少数であり、山形県に至っては４つの自治体し

かないわけですね、35の自治体のうち。結局、

まだまだ市民、一般的なものにはなってないと。

浅野議員おっしゃるように、だからこそ条例を

制定して推進すべきでないかという考えもある

んですが、私どもはＳＤＧｓが長井市の様々な

まちづくりの目標の上位計画だとは思っており

ませんので、マスタープランはあくまでも長井

市が独自にいろいろな国の動きであったり世界

の動きであったり、また我々市民が必要と考え

られるそういったものについて政策を形成して

いく、そして理念を固めていくということであ

りまして、ＳＤＧｓ、確かにすばらしい。これ

はこれからも推進してまいりますし、特に議員

からあったカーボンニュートラルとかそういっ

たところも含めて、実際、今進めている政策も

それに沿っているような形になってますので、
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今後は状況によってＳＤＧｓを市民の皆様から、

いろんな団体からやるべきじゃないかとか、そ

ういう声が上がったら議会とまた検討しながら

やるべきことであって、今の段階で長井市が条

例を何のために制定するかということですよね。

2030年を目標にＳＤＧｓを進めるということが

我々長井市の目的じゃないと思いますので、し

たがって、その辺なども今後考慮しながら検討

してまいりたいと思いますので、引き続き様々

ご提言をいただければありがたいと思います。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 市長のお考えは分かり

ました。 

 この第六次総合計画を含めて、ＳＤＧｓと連

動するということで市民の意識も変わるかと思

いますので、条例制定が目標でないので、ぜひ

今後取組をお願いしたいと思います。 

 次に、置賜３市５町と置賜広域行政事務組合、

サントリーグループがペットボトルのリサイク

ルに関する協定を11月１日に締結したとの記事

が掲載されました。これは循環型社会の実現を

目指し、使用済みのペットボトルを新たなペッ

トボトルにリサイクルするボトルｔｏボトル、

水平リサイクルの取組の一環で、従来のペット

ボトル製作と比較してＣＯ２排出量を60％削減

できるとしています。まさにサステナブル社会

における資源の有効活用ですばらしい取組だと

思います。 

 本市のＳＤＧｓ未来都市の施策の一つとして、

水平リサイクル、ボトルｔｏボトルをもう一歩

進め、水平リサイクル、キャップｔｏキャップ

への対応を前提に、キャップの回収を市民と一

丸となって進めてはどうかと思います。水平リ

サイクル、キャップｔｏキャップの取組は、廃

棄プラスチック再生資源化の大手、双日プラネ

ット、プラスチックキャップ製造メーカーの大

手、日本クロージャーとアサヒ飲料を傘下に持

つアサヒグループジャパンが参画するコンソー

シアム、共同事業体を発足して、今年の１月か

ら水平リサイクルに向けて技術検証を行ってお

り、間もなく実用化になるかと思います。ペッ

トボトルとキャップは一対の製品ですが、ボト

ルは水平リサイクルとして回収し、キャップは

プラスチック資源ごみとして他のプラスチック

類ごみと同様に回収することになります。サス

テナブル社会の目に見える取組として、キャッ

プを原料とする資源の有効活用の推進について、

市長のお考えをお伺いいたします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えを申し上げます。 

 浅野議員おっしゃるように、過日、先月です

ね、ボトルｔｏボトルの提携式を３市５町で行

いまして、代表して理事長の米沢市長がサント

リーの代表の方と調印したということでござい

ますが、それにさらに進めるキャップｔｏキャ

ップというのを浅野議員から提案いただきまし

て、大変これごもっともだと思っております。 

 やはりこういった資源ごみ、特にペットボト

ルとか、あるいはキャップなどについては、私

ども長井市ではなくて、３市５町でやっており

ますので、ぜひこれらは担当を通じて事務局の

ほうに提案したり、あるいは理事会の際にうち

の市議会からこういう提案もあったので、検討

してはどうかということは申し上げたいと思い

ますが、一方で、議会は議会で置賜広域行政事

務組合議会の議員がいらっしゃるわけですから、

その辺のあたりの議会内での合意形成、そうい

ったことも必要だと思いますので、私どもだけ

ではなくて議会は議会でぜひ動いていただけれ

ば大変ありがたいと。浅野議員おっしゃるよう

に、これからカーボンニュートラル何としても

実現していかないと、我々日本のみならず、世

界が大変なことになっているわけですから、ぜ

ひ実現に向けて私も提案してまいりたいと思い

ます。ありがとうございました。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 
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○１１番 浅野敏明議員 了解しました。議会で

もそういった方向で推進するように取組を図っ

ていかなければならないと思います。 

 ３番目の質問に移ります。置賜定住自立圏構

想の推進について質問いたします。 

 定住自立圏構想とは、中心地の都市機能と近

隣市町村の農林水産業、自然環境、歴史、文化

など、それぞれの魅力を活用して、ＮＰＯや企

業といった民間の担い手を含め、相互に役割を

分担し、連携、協力することにより、地域住民

の命と暮らしを守るため、圏域全体で必要な生

活機能を確保し、地方圏への人口定住を促進す

る総務省の政策として平成21年度から制度化さ

れたものです。 

 置賜定住自立圏は、平成30年２月に米沢市が

中心市宣言を行い、６月には置賜３市５町によ

る置賜定住自立圏形成協定の締結が行われまし

た。中心市と近隣の市町が１対１で生活機能の

強化、結びつきやネットワークの強化、圏域マ

ネジメント能力の強化の３つの観点から、連携

する取組を定め、協定に基づき定住自立圏共生

ビジョンが平成31年３月に策定されています。

さきの全員協議会では、現行の共生ビジョンが

令和５年度で満了し、令和６年度以降も引き続

き取組を推進していく必要があるため、第２次

共生ビジョンを策定するとの説明を受けました。

特に結びつきやネットワークの強化に期待する

ものです。 

 平成31年度から５年目を迎えましたが、目に

見える成果があまり見られないように感じます。

コロナ禍における共生ビジョンだったこともあ

りますが、主な取組の成果について、質問いた

します。 

 まず、広域観光の推進の項における山形おき

たま観光協議会による観光プロモーションの実

施の事業として、置賜圏域のプロモーションを

行うとしていますが、この観光協議会の位置づ

けとプロモーションの実施状況について、産業

参事にお尋ねします。 

○鈴木富美子議長 赤間茂樹産業参事。 

○赤間茂樹産業参事 定住自立圏共生ビジョンに

おきましての山形おきたま観光協議会の位置づ

けとプロモーションの実施状況につきましてお

答えいたします。 

 まず、山形おきたま観光協議会につきまして

ですが、これは置賜地域の行政と民間が一体と

なりまして、広域観光の振興を図ることにより、

産業の発展と地域振興に資することを目的に、

こちらは平成13年に設立された協議会でござい

ます。事務局は山形県置賜総合市庁地域経済産

業振興課観光振興室が行っておりまして、山形

県及び置賜管内の市町、そして全ての観光協会、

また団体及び企業などが会員になっている組織

でありまして、令和５年度における会員数は70

団体となっております。ちなみに会長は米沢市

長が務めている協議会でございます。 

 観光振興ということにつきましては、市や町

単独で行うということよりも地域全体で取り組

むことが効果的である。そしてその取組の必要

性から山形おきたま観光協議会を組織し、定住

自立圏構想ができる前から置賜圏域の観光誘客

に取り組んでいるものでございます。定住自立

圏構想、そしてビジョン策定時におきましては、

広域観光の推進という事業項目に山形おきたま

観光協議会の事業を入れ込んだという経過にな

っております。 

 また、プロモーションの実施状況につきまし

てですが、山形おきたま観光協議会で取り組む

事業として大きく３つあります。１つ目が誘客

拡大に向けた取組、２つ目として受入れ態勢の

整備、３つ目として外国人観光客の受入れ促進

となります。 

 誘客拡大関係につきましては、置賜地域全体

として戦略的な情報発信を行っておりまして、

主にデジタル媒体を活用した取組を行っており

ます。全てのＳＮＳでこの情報発信を行ってお
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りますが、このうちツイッターでは３万3,000

人のフォロワーを獲得している状況です。また、

具体的な地域的な関係でいいますと、重点道の

駅米沢を活用いたしました広域観光情報の発信、

そして置賜管内を周遊していただくための対策

として、イベントナビカード事業などに取り組

んでおります。このイベントナビカード事業と

いうのは、道の駅米沢内にカードが掲示してあ

りまして、それを持っていくと各地で様々なサ

ービスが受けられるというものでございます。

そのほか、セールスプロモーションといたしま

しては、県外のイベント、それから県外のサー

ビスエリアなどで観光ＰＲ活動、置賜観光ＰＲ

の動画の放映、また、バスツアー等の造成に向

けた旅行会社へのセールス活動も行っておりま

して、置賜圏域として実施しているものでござ

います。ちなみに、令和４年度の実績では、冬

の間に10件のツアーを造成しております。 

 また、受入れ態勢の整備といたしましては、

置賜全体で取り組む観光ボランティアガイドの

人材育成事業やガイドのスキルアップ研修など

を行っているものです。 

 そのほか、外国人観光客の受入れ促進といた

しまして、ランドオペレーターへのプロモーシ

ョン、それから山形県が招請事業をしておりま

すので、台湾の旅行エージェントの来訪などで

そういった活動を行っております。 

 このほかにも広域で取り組むメリットのある

置賜の冬や置賜のスイーツ巡り、置賜四十八館

など、置賜地域の特性を生かした事業を行って

おり、これらの事業を生かした受入れの実践に

つきましては、地元ＤＭＯ組織であるやまがた

アルカディア観光局を中心に、最近では登録Ｄ

ＭＯ候補法人としてプラットヨネザワができて

おりますけども、これらの協力を得ながら、高

付加価値のある誘客メニューとして受入れの推

進を行っているものでございます。このような

取組を行っているところでございます。 

○鈴木富美子議長 ただいま渡部秀樹議員が出席

いたしましたので、ご報告いたします。 

 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 分かりました。 

 時間の関係もありまして、（２）の質問は省

かせていただきまして、次に移ります。 

 交通ネットワーク等の維持・整備の項におけ

る圏域内鉄道路線の利用促進の事業内容として、

圏域内鉄道路線の利便性向上や利用促進を図る

ことにより、住民の利便性の確保が期待される

としていますが、具体的な取組について、総務

参事にお尋ねします。 

 あわせて質問いたします。広域的な公共交通

網の整備に向けた検討の事業では、デマンドタ

クシーやコミュニティバス等の広域的な運行に

ついて協議・検討を行うとしています。各市町

内の路線バスの利便性向上も大切ですが、置賜

圏域内における広域の交通手段として、長井駅

から米沢駅までの直行便を含め、路線バスなど

の広域運行に期待したいと思います。広域的な

公共交通網整備について、これまでどのような

協議を検討されたのか、２点について総務参事

にお伺いします。 

○鈴木富美子議長 新野弘明総務参事。 

○新野弘明総務参事 共生ビジョンの圏域内鉄道

路線の利用促進につきましては、掲げている事

業内容について置賜３市５町が連携協力しなが

ら各協議会、同盟会等々で事務局が中心となっ

て事業を推進しております。山形県奥羽・羽越

新幹線整備実現同盟、そして置賜地域奥羽新幹

線整備・米沢－福島間トンネル整備実現同盟会

につきましては、米沢市が事務局となりまして、

具体的な取組といたしましては、国やＪＲへの

要望活動、または地域自治体、経済界、住民が

一体となっての決起総会等で意識醸成の取組を

行っております。 

 米坂線については、期成同盟会につきまして

は小国町が事務局となりまして、こちらも国や
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ＪＲのほうに要望活動を行っております。 

 フラワー長井線の利用拡大協議会につきまし

ては、長井市が事務局を行っておりまして、ご

承知のとおり、様々な事業を展開しておりまし

て、今年度は特に全線開通100周年でいろいろ

事業を展開してきたところでございます。 

 以上が利用促進のところで、あと利便性の向

上といいますと、具体的な内容としましては、

庁舎と一体となる長井駅の整備が最たるものだ

と思いますし、そのほかスマホでデジタルフリ

ー切符等々、導入しながら、利便性の向上に取

り組んできたところでございます。 

 広域的な公共交通網の整備ということで、主

にバス関係となりますが、広域的な公共交通網

の検討につきましては、自立圏の中の公共交通

ワーキンググループを設置いたしまして検討を

行っております。各市町ともに公共交通の形態、

様々でございまして、それぞれ地域の事情を抱

えることから、どのような切り口で検討するか

協議したところで、置賜総合病院、そこをハブ

としながら広域的な公共交通網整備を検討する

としまして、置賜総合病院に通院されている方

にアンケート調査等を行いながら検討を行って

きたところでございます。率直な感想といたし

まして、予想以上に自家用車での通院が多いと

いうことに加えまして、自家用車を運転できな

くなっても家族や知人に送迎してもらってる患

者が多く、マイカー依存が予想以上に強いとい

う状況でございました。また家族、友人の送迎

が受けられずにどうにもならなくなってから初

めてやむを得ず公共交通を利用しているという

状況でございました。引き続き公共交通ネット

ワークにつきましては、ワーキンググループで

広域的なところについては検討してまいりたい

と思います。 

 あと、議員から提案のありました長井駅から

米沢駅までの直行便につきましては、路線バス

のほかフラワー長井線、米坂線の連携も検討す

る必要がありますので、こちらにつきましては

今後、併せて検討してまいりたいと思います。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 ３番目の最後になりま

すが、令和６年度に新たに第２次置賜定住自立

圏共生ビジョンが策定される予定となってます

が、置賜定住自立圏構想へ期待するものとこれ

までの取組の評価について、市長の見解をお伺

いします。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 時間があまりないので簡潔に申

し上げなければいけないのですが、長井市とし

ては、浅野議員も御存じかもしれませんけど、

長井市を中心に西置賜で実は定住自立圏を目指

した時期がございました。総務省などにもいろ

いろ交渉して人口の要件はおおむね３万人でも

大丈夫だと。ただ、長井市から西置賜のある町

への働きに出かけてるところの一つだけが引っ

かかったんですね。あともう一つぐらいあった

かな。それで、どうしてもその要件が満たせず

諦めて、そして置賜３市５町の定住自立圏につ

いては、実はどこの市町村も関心なかったよう

に思ってます。米沢市もそんなことは前の安部

市長のときも全くございませんでした。中川市

長のほうに提案をして、中川市長が面白いなと

いうことで乗ったことで今回実現したことです。 

 総務参事からもいろいろあったように、第１

次共生ビジョン、これで特定の医療とか教育等

いろんな分野、この連携でそんな様々な連携事

業をすることの特別交付税の算入の金額が中心

市が上限１億円、多分米沢市は１億円ぐらい頂

いてるだろうと。我々も1,800万円頂いてる。

それでいろんな連携に必要なそれぞれの市町の

事業ができる。 

 あと大きいことは、いわゆる地域活性化事業

債、地活債、これが共生ビジョンの中にうたっ

てある事業であれば、これを活用できるんです

ね。それで例えば旧長井小学校第一校舎であっ
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たりとか、あるいはタスもそうですし、この長

井駅もそうですし、いろんなものが実は非常に

有利な地活債ですることができてるというのが

長井市にとっては非常に大きなメリットでござ

います。 

 あと、置賜３市５町としては、上げれば結構

具体的なところたくさんあるんですが、例えば

ですが課題となっておりました成年後見制度に

対する中心的機能を置賜成年後見センター、こ

れを米沢市に設置することができました。これ

はこれで非常に難しくて、これ定住自立圏やっ

たから一気に進んだのかなと。負担も結構あっ

たので、そういったことを含めていろんなこと

ができましたけれども、今後、じゃあ、置賜３

市５町一本になって何か一つのことやるかとい

うのは、かなり難しいと思います。それはそれ

ぞれのまちづくりがまだ違った方向ですから、

ただ、同じ方向の部分についてはお互い協力し

合って成果を出すチャンスだと思ってますので、

今後も３市５町、米沢市を中心に力を合わせて

定住自立圏の様々な制度を使って人口減少に立

ち向かっていきたい、そのように考えていると

ころです。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 分かりました。市長の

思いも分かったところです。 

 ４番目の質問ですが、時間の関係もあります

ので建設参事には大変申し訳ないんですが、質

問は省かせていただきまして、市長に質問をさ

せていただきたいと思います。 

 これまでかわまちづくりとして「長井フット

パス～かわからまちへ、まちからかわへ～」を

テーマに、国土交通省からの支援をいただきな

がら、かわまちづくり推進協議会や黒獅子の里

案内人をはじめ、市民の皆さんのご協力の下、

様々な取組が行われてきました。また、長井フ

ットパスを契機に、本市や町田市が発起人とな

り、平成21年２月には全国フットパス協会が設

立となりました。これまでフットパス全国大会

は、長井市をはじめ、毎年全国で開催され、多

くのフットパス愛好者がそれぞれの開催地を訪

れ、地域の歴史や文化に触れながら、フットパ

スコースを楽しみ、地元の食や地域住民との交

流が図られています。 

 東北地方でも本市のほか、秋田県由利本荘市、

宮城県柴田町、今年度は福島県西郷村で開催さ

れました。私も参加させていただきましたが、

全国から二百数十名のフットパス愛好者の参加

があり、本市をＰＲしながら、多くの参加者と

の交流を深めてきたところであります。 

 平成31年３月定例会の一般質問においても、

全国規模のフットパス大会の開催について提案

させていただきました。市長からは、東京オリ

ンピック後に開催したいとの答弁をいただきま

したが、その後のコロナ禍により、実現されま

せんでした。令和６年度は熊本県美里町を中心

に全国大会が開催予定となっております。美里

町における開催は２回目で、１回目となる平成

26年度の開催時には、内谷市長も参加され、フ

ットパスウオークにも参加されています。現在

はなかなか公務日程が立て込んでおり、フット

パスに参加する日程が取れないようですが、ぜ

ひたまにはストレス解消、健康づくりにフット

パスに参加してはどうでしょうか。 

 本市では、全国規模のフットパスシンポジウ

ムを開催してから12年が経過しており、その後、

東北でも３市町村で開催されています。フット

パスを先導する本市として、仕切り直してフッ

トパスながいや本市の魅力を全国に発信し、地

域経済の活性化にも資する全国規模のフットパ

ス大会を令和７年度か８年度に開催してはどう

でしょうか。市長のお考えを最後にお伺いいた

します。 

○鈴木富美子議長 内谷重治市長。 

○内谷重治市長 お答えいたします。 

 浅野議員からは大変すばらしい提案をいただ
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きました。私も全国のフットパスの大会、おっ

しゃるように、熊本と、あともともと町田が会

長市でありますので、町田でやったときの２回

しか行ったことないですね。美里町のは非常に

鮮明に覚えてて、あそこのすばらしいところは

ちゃんと会員制で美里町だけじゃなくて主に熊

本市の会員が多いんですね。当時で会員が

2,000人ぐらいフットパス会員というのつくっ

てるんです、会を。それを定期的に毎月行って

いると。いろんなコースを開拓しながら地域の

人たちと、あと熊本はじめ、町外からの人たち

に大勢来ていただいて、健康づくり含めて楽し

んでると、これがフットパスであろうと。です

から、我々のほうは長井市の場合はフットパス

協議会の菅野会長をはじめ、皆さん頑張ってい

ただいてますし、市のほうでも頑張ってますが、

せいぜい頑張って１回ですよね。これってあん

まり意味がないなと。 

 ですから、健康スポーツ課にコロナ禍でなか

なかできなかったんですが、こちらと、それか

ら体育協会ですね、法人化されて、あとは花ス

ポ、以前から花スポのほうにやってくれないか

というようなエールは送ってたんですが、なか

なか取り組んでもらえないと。健康づくりには、

あるいはスポーツに取り組むにはまずウオーキ

ングからなんですよね。そこのところが非常に

長井市の場合はおろそかになっていると。です

からそこをフットパスと併せてやることが重要

だと。そういったことをやりつつ、長井市だけ

じゃなくて、美里町の例のように、この辺です

と山形市とか仙台市とか新潟からも会員になる

人いますよ。そういったことをしっかりやった

後に全国大会をやるということが意義があって、

単発的にやってもこれは私は残念ながら、ＰＲ

効果はあるかもしれませんけども、実がないと

思ってますんで、そこのところを見極めてやる

べきじゃないかなと。ただ、浅野議員おっしゃ

るように、やりたいことはやりたいと。でも、

やるんなら成果をきちっと上げる、そんな考え

方で今後検討してまいりたいと思いますので、

ぜひいろいろご提言をいただければと思います。 

○鈴木富美子議長 11番、浅野敏明議員。 

○１１番 浅野敏明議員 毎年全国で大会が開催

されますので、来年はまだ２回目の美里町です

から、ぜひ市長のほうも参加していただければ

盛り上がるんじゃないかと思いますので、そし

てさらに長井市でも開催を具体的に検討してい

ただければさらに盛り上がって多くの会員がフ

ットパスに興味を持つかと思いますので、ぜひ

前向きな検討をお願いしまして、質問を終わり

たいと思います。どうもありがとうございまし

た。 

 

 

 梅津善之議員の質問 

 

 

○鈴木富美子議長 次に、順位12番、議席番号14

番、梅津善之議員。 

○１４番 梅津善之議員 おはようございます。 

 12月定例会最後の一般質問になりました。お

疲れのところとは思いますが、最後までよろし

くお願いしたいと思います。 

 10月の半ば過ぎでしたか、地元の小学校の母

親委員会の委員長さんに小学校で本の読み聞か

せをしていただけないかなという話をいただき

ました。普通は母親委員会でするそうなんです

けども、今回は地域の人にお願いしたいんだな

んていう話で頼まれて行ってきました。１時間

ぐらいあるのかなと思って本を準備していった

んですが、朝、学校に行ったら、10分ですとこ

う言われて、10分なと言いながら、何を読んだ

らいいかなとふと思ったんですけども、ちょう

どその週の頭に議会運営委員会で愛媛県西予市

のほうに視察に行ってきたときに頂いた議会だ

よりの一番裏に中学生の将来の夢ということで


